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１Ｇ０５ 

拡張産業連関表による再生可能エネルギー発電 

施設建設の経済・環境への波及効果分析 

 
○古川 貴雄  林 和弘（科学技術・学術政策研究所） 中野 諭（労働政策研究・研修機構） 

朝倉 啓一郎（流通経済大学） 鷲津 明由（早稲田大学） 

 

 
1. はじめに 

本研究では、科学技術イノベーション政策を実施

する際のエビデンスを提供するための、公的な研究

開発投資による経済的・社会的な効果を定量的に分

析する手法の構築を目的とする。本稿では、科学技

術イノベーションによって創出される将来の新産業に

ついて、経済・環境への波及効果を推計する方法と

して産業連関分析を応用する。ここでは、新産業とし

て成長が期待される再生可能エネルギー分野を取り

上げ、生産誘発額、雇用誘発数、エネルギー消費量、

CO2 排出量の推計値から多面的に波及効果を分析

する手法を示す。さらに、科学技術イノベーション政

策への応用を想定した分析手法について述べる。 
 

2. 科学技術のもたらす波及効果の定量分析 
2.1 研究開発の経済効果分析 

科学技術は経済成長の源泉とされ、様々な観点か

ら科学技術のもたらす経済効果が議論されている[1]。
科学技術の進歩に研究開発が大きく寄与することか

ら、研究開発の成果による生産性向上に注目した研

究が行われてきた[2-4]。これらの研究では、研究開

発投資によって創出された知識の蓄積や流動を生

産関数に導入し、生産性向上を定量的に分析してい

る。このような研究を背景に、技術進歩を内生化した

欧州のマクロ経済モデル NEMESIS が開発され[5]、
EU の第 7 次フレームワークプログラム(FP7)の経済効

果分析に用いられている[6]。 
NEMESIS では産業部門を 30 に分け、それぞれの

技術進歩を個別に記述している。技術進歩は、当該

部門及び他部門における研究開発の蓄積や公的な

研究開発の蓄積によって生み出される知識の増分と

して表現され、これが全要素生産性の増分に比例す

ると仮定している。このように、産業部門別の技術進

歩は抽象化された数理モデルに記述される。 
 

2.2 産業連関分析の応用 
産業連関分析は、産業部門別の生産誘発額や雇

用誘発数といった経済効果を分析する手法の一つ

であり、公的投資による直接・間接効果の測定や産

業波及効果の推計に利用されている。また、製品を

構成する原材料の需給に注目した産業連関分析は、

製造工程におけるエネルギー消費量や環境汚染物

質の排出量の推計にも利用されている[7,8]。 
産業連関分析は、産業政策やエネルギー・環境政

策の波及効果を検討する際に、定量的なエビデンス

を示すために用いることが多い。例えば、英国におけ

るエネルギー・環境政策を検討するために、英国の

石炭、石油産出・精製、電気、ガス等のエネルギー

産業部門を含む 10 部門の産業連関表を用いて、生

産・雇用誘発と大気汚染物質(SO2, NOx, CO2 等)排
出量の関係が分析された[9]。また、欧州地域の産業

連関分析を用いて雇用誘発効果の観点からバイオ

燃料に関する政策を検討した例[10]や、ドイツ国内に

おける雇用誘発の観点から再生可能エネルギーの

経済波及効果を分析した例がある[11]。他にも、バイ

オ燃料も含めたバイオテクノロジー産業によるドイツ

国内の生産・雇用誘発を分析した例がある[12]。これ

らの分析にはシナリオに基づいた将来推計も含まれ

ている[10-12]。日本国内の再生可能エネルギーによ

る雇用誘発に注目し、住宅用太陽光発電と風力発電

[13]、地熱発電[14]について分析した例も報告されて

いる。 
既存の産業連関表を、研究開発の成果として生み

出される新しい製品・サービスに対応するように拡張

すれば、当該技術を導入した場合の経済波及効果

や、エネルギー消費や環境汚染物質排出などの環

境への負荷を定量的に分析できる。このような分析に

より、推進すべき技術の候補を多面的、かつ定量的

に評価し、公的な研究開発投資の選択と集中を行う

ためのエビデンスを示すことができる。さらに、産業連

関表では、新素材開発等の技術進歩は、原材料の

使用量や構成比の変化として明示的に記述されると

いう特徴がある。そのため、新技術の波及効果分析

から、生産・雇用誘発やエネルギー・環境に支配的

影響を与える研究領域や研究課題の特定も可能とな

り、研究開発の方向性を提示することもできる。 
 

3. 再生可能エネルギー導入の波及効果を推計す

る方法 
3.1 産業連関表の拡張 

2009 年に公表された総務省「平成 17 年(2005 年)
産業連関表」[15]では、再生可能エネルギーに関係

する産業は独立した部門として扱われていない。そこ

で、再生可能エネルギーに関係する新しい産業の波
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及効果を分析するために、当該産業の財・サービス

の生産活動(アクティビティ)を記述した。再生可能エ

ネルギーの利活用は発電と熱利用に大別されるが、

ここでは、現状の我が国においてエネルギー供給に

影響の大きな再生可能エネルギー発電を分析対象

とした。再生可能エネルギー発電に関連するアクティ

ビティには、施設建設と経常運転があるが、本調査

研究では施設建設に注目して分析を行った。再生可

能エネルギー発電施設建設のアクティビティは、当

該技術の文献調査と研究者・技術者への調査に基

づいて作成し(表 1)1、約 400 部門の産業連関表を拡

張した。 
 

3.2 再生可能エネルギー発電施設建設による経

済・環境への波及効果分析 
分析には、最終需要等を外生的に与えられる静学

的産業連関オープンモデルを用いる。各アクティビテ

ィを最終需要ベクトル f として与え、レオンティエフ逆

行列を乗じることで、生産誘発額ベクトル x が算出さ

れる。 
 

   fAMIIx
1

 ˆ  (1) 
 

ここで、x：生産誘発額ベクトル、I：単位行列、A：投入

係数行列、 M̂ ：輸入係数行列、f：最終需要ベクトル

である。 
産業連関分析の静学オープンモデルによって算

出される生産誘発額に、生産額単位当たりの労働投

入量、エネルギー消費量及び CO2 排出量（それぞれ、

労働係数、エネルギー消費原単位及び CO2 排出原

単位）を乗じれば、各電力施設建設に伴う労働力誘

発、エネルギー消費誘発及び CO2 排出誘発の直

接・間接波及効果を計測することができる。 
 

   fAMIIUl
1L 

 ˆˆ  (2) 

   fAMIIUe
1E 

 ˆˆ  (3) 

   fAMIIUc
1C 

 ˆˆ  (4) 
 

ここで、l：労働力誘発ベクトル(従業者ベース)、 LÛ ：

労働係数行列(従業者ベース)、e：エネルギー消費誘

発ベクトル、
EÛ ：エネルギー消費原単位行列、c：

CO2排出誘発ベクトル、
CÛ ：CO2排出原単位行列で

ある。 
発電容量 1kW あたりの再生可能エネルギー発電

施設建設の生産誘発額、雇用誘発数、エネルギー

消費量、CO2 排出量について直接・間接効果を推計

する2。間接効果は直接効果から誘発される第 1 次間

                                                  
1 再生可能エネルギー発電施設建設のアクティビティ作成に

ついては文献[17,18]を参照されたい。 
2 計算方法の詳細は文献[19]を参照されたい。 

接効果、第 n 次間接効果から誘発される第 n+1 次間

接効果(n=1,2,3,…)の総和である。雇用誘発数の推

計には、総務省「平成 17 年(2005 年)産業連関表」

[13]の部門別従業者数から算出した労働係数を用い

る。エネルギー消費量と CO2 排出量の推計には、国

立環境研究所「産業連関表による環境負荷原単位

データブック（3EID）2005 年版」[14]を用いた。 
 

4. 再生可能エネルギー発電施設建設による経

済・環境への波及効果 
各種再生可能エネルギーについて、発電施設建

設による発電容量 1kW あたりの生産誘発額、雇用誘

発数、エネルギー消費量、CO2 排出量の直接・間接

効果を推計した結果を図 1 に示す。生産誘発額の直

接効果は各発電施設の建設費用や発電設備の価格

に対応し、生産誘発額の間接効果は経済波及効果

に対応する(図 1 (a))。 
以下に、再生可能エネルギー発電施設建設の分

析結果から得られた傾向をまとめる。 
 
 生産誘発額と雇用誘発数については間接効果

が直接効果よりも小さいが、エネルギー消費量と

CO2 排出量については間接効果が直接効果よ

りも大きい点が共通している(図 1)。 
 太陽光発電(戸建住宅、メガソーラー)、風力発

電(陸上、洋上着床)、フラッシュサイクル地熱発

電、木質バイオマス発電の施設建設の場合、生

産誘発額の間接効果(波及効果)は相対的に小

さいが、生産誘発額の直接効果(単位発電容量

あたりの初期費用)の面からは、再生可能エネル

ギーの中でも経済性(コスト効果)が高いと推察さ

れる(図 1(a))3。 
 戸建住宅用太陽光発電施設建設の雇用誘発

数はメガソーラー建設よりも多いにもかかわらず、

生産誘発額はメガソーラー建設よりも小さい。同

じ太陽光発電でも、単位発電容量あたりで見れ

ば、戸建住宅用太陽光発電施設建設はより大き

な雇用を創出することを意味する(図 1(b))。 
 エネルギー消費量を単位発電容量あたりの初

期費用で見れば、風力発電(陸上、洋上着床)と
木質バイオマスの発電施設建設の場合に少な

い。これらの再生可能エネルギーは発電施設の

建設段階においてエネルギー効率が高いと言

える(図 1(c))。 
 CO2 排出量を単位発電容量あたりの初期費用

で見れば、太陽光発電(戸建住宅、メガソーラ

ー)、風力発電(陸上、洋上風力)、木質バイオマ

                                                  
3 バイオマス発電施設の場合、バイオマス処理が施設本来の

用途で発電は副次的な用途である。水力発電の場合、治水

等の効果も考慮する必要がある。そのため、経済性の評価は

生産誘発額だけでなく多面的な評価が必要となる。 
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ス発電が少なく、これらの発電施設建設は環境

への負荷が低いことがわかる(図 1(d))。 
 

5. 経済・環境への波及効果分析から得られる示

唆 
今後の普及拡大が見込まれるメガソーラーによる

太陽光発電、洋上着床式風力発電、フラッシュサイク

ル地熱発電について、単位発電容量あたりの生産誘

発額、雇用誘発数、エネルギー消費量、CO2 排出量

の直接・間接効果の関係を分析した結果を以下にま

とめる。 
 

5.1 生産誘発額と雇用誘発数の関係から見る再生

可能エネルギー発電施設建設 
研究開発の進め方によっては、発電施設建設費

用を削減すると同時に雇用も減少させ、結果として経

済波及効果を縮小させる可能性もある。今後の再生

可能エネルギー利用の拡大に向け、発電施設建設

費用を削減しつつ、国内における雇用誘発という観

点にも留意した研究開発の方向性が考えられる(図
2) 

再生可能エネルギー利用を拡大するためには、発

電施設建設費用を削減し、発電単価を抑制する必

要がある。波及効果の分析結果から、次に示す研究

開発の方向性が示唆される。 
 メガソーラー太陽光発電の施設建設費用を削減

するには、「太陽電池製造」の費用の削減に寄

与する研究開発を推進する必要がある(図 3 

(a))。 
 洋上着床式風力発電の施設建設費用を削減す

るには、「建設工事」だけでなく風力発電施設と

いうシステム全体の費用を削減する最適化が必

要になる。また、洋上着床式風力発電では、発

電施設建設費用を削減する海洋インフラの構築

技術も必要とされる(図 3 (b))。 
 フラッシュサイクル地熱発電の施設建設の費用

を削減するために、「建設工事」を効率化する技

術が必要とされる(図 3 (c))。 
 

5.2 生産誘発額とエネルギー消費量の関係から見

る再生可能エネルギー発電施設建設 
再生可能エネルギー利用の拡大に向けた今後の

研究開発として、発電施設建設によるエネルギー消

費量を削減しつつ、生産誘発額の直接効果を削減し

て発電コストを下げる方向性が考えられる(図 4)。 
エネルギー消費量は、どの再生可能エネルギー発

電施設建設でも間接効果の「事業用電力」や「銑鉄」

が大きいため、発電施設建設よるエネルギー消費量

の削減には、「事業用電力」、「銑鉄」部門のエネルギ

ー消費量の削減が大きく寄与する(図 5)。 
再生可能エネルギー発電施設建設によるエネル

ギー消費量を削減するには、鉄に代わる生産時にエ

ネルギー消費量の少ない原材料の研究開発や、建

設時の間接的使用電力における再生可能エネルギ

ー発電比率の拡大が必要とされる。 
 

5.3 生産誘発額と CO2 排出量の関係から見る再生

可能エネルギー発電施設建設 
再生可能エネルギー利用の拡大に向けた今後の

研究開発として、CO2 排出量を削減して地球温暖化

対策に貢献し、生産誘発額の直接効果を削減して発

電コストを下げる方向性が考えられる(図 6)。 
発電施設建設における CO2 排出量削減には、「銑

鉄」の他、「事業用電力」、「自家発電」、「セメント」な

どの間接部門における CO2 排出量削減が相対的に

大きく寄与する(図 7)。 
CO2 固定・貯留技術などの「銑鉄」部門における

CO2 排出削減技術や、「事業用発電」、「自家発電」

部門における CO2 排出を削減する再生可能エネル

ギーの導入拡大に寄与する研究開発が求められる。 
 

6. おわりに 
本調査研究では、科学技術イノベーションによって

創出される将来の新産業の経済・環境への波及効果

を推計するための手法を示した。新産業として、将来

の成長が期待される再生可能エネルギーを取り上げ、

産業連関分析を用いて再生可能エネルギー発電施

設建設による生産誘発額、雇用誘発数、エネルギー

消費量、CO2排出量の直接効果と間接効果を推計し

た。推計結果から、雇用誘発数は直接効果に対して

間接効果が小さく、反対に、エネルギー消費量と

CO2 排出量は直接効果に対して間接効果の大きい

ことが示された。産業部門別の分析から、直接効果、

あるいは、間接効果の大きな部門を特定することがで

き、発電施設建設の費用やエネルギー消費量、CO2
排出量を削減するための研究開発への示唆が得ら

れた。今後、導入の拡大が見込まれるメガソーラー、

洋上着床式風力発電、フラッシュサイクル地熱発電

の施設建設に関して、経済・環境への波及効果を多

面的に分析することにより、以下に示す 3 つの研究

開発の方向性が示唆された。 
 

(1) 再生可能エネルギー発電施設建設費用を削減

して発電コスト低減に寄与する研究開発の例 
 太陽電池製造における費用削減 
 海洋インフラ構築技術や風力発電施設というシ

ステム全体の最適化 
 地熱発電施設の建設工事の効率化 
(2) 再生可能エネルギー発電施設建設によるエネ

ルギー消費量を削減しつつ、発電施設建設費

用を削減して発電コスト低減に寄与する研究開

発の例 
 事業用電力部門におけるエネルギー消費量の

削減や鉄に代わる生産時にエネルギー消費量

の少ない安価な代替原材料の研究開発 
(3) 再生可能エネルギー発電施設建設による CO2
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排出量の削減しつつ、発電施設建設費用を削

減して発電コスト低減に寄与する研究開発の例 
 銑鉄、セメント部門における CO2 固定・貯留技術

CO2 排出削減技術や事業用発電、自家発電部

門における再生可能エネルギーの導入を拡大す

る研究開発 
 

生産誘発額、エネルギー消費量、CO2 排出量とい

った個別の指標については従来から研究開発を議

論はあったが、社会的課題の解決に向けて、複数の

研究開発指標から多面的に研究開発の方向性を議

論していくことが重要であろう。特に、雇用誘発数と

研究開発の関係については、これまでに議論が少な

く、今後の公的研究開発投資を考える上で注目すべ

き論点と考えられる。再生可能エネルギーは地域的

に遍在する特徴があるため、地域性を考慮した雇用

誘発効果の分析も検討する必要がある。 
本調査研究の分析対象は、再生可能エネルギー

発電施設建設に留まっており、経常運転を含めた波

及効果の分析、発電施設の耐用年数や設備利用率

を考慮した発電費用等については検討の余地がある。

輸出入を含めた詳細な波及効果の分析も検討の必

要がある。さらに、科学技術イノベーションによっても

たらされる将来の産業構造や社会の変化を反映した

シナリオに基づく、経済・環境への波及効果の分析

が今後の課題である。 
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表 1  再生可能エネルギー発電施設のアクティビティ 

発電施設 発電容量[kW] 備考

戸建住宅 4 多結晶シリコン太陽電池
メガソーラー 2,000 多結晶シリコン太陽電池
陸上 20,000 ギア式風車 2,000[kW]×10基
洋上着床 150,000 ギアレス式風車 5,000[kW]×30基
既存発電施設の有効利用 3,690,000 既存ダムのかさ上げ 1,791,000[kW]+運用見直し1,981,000[kW]
中小水力 100 水路式
フラッシュサイクル 50,000 蒸気でタービンを回転させて発電
小型バイナリーサイクル 50 低温域の温泉等で利用するために沸点の低い熱媒体を利用
廃棄物処理施設 都市部の大型ゴミ焼却施設
メタン発酵バイオガス 家畜糞尿や食物残渣等の処理
木質バイオマス 5,700 未利用間伐材等の処理

太陽光発電

風力発電

水力発電

地熱発電

バイオマス発電
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図 1 再生可能エネルギー発電施設建設による経済・環境へ

の波及効果 
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図 2 生産誘発額と雇用誘発数の関係から見る発電施設建設
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設建設の直接・間接効果 
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図 5 発電施設建設による産業部門別のエネルギー消費量 
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図 7 発電施設建設による産業部門別の CO2排出量 
 (直接効果と間接効果の総和の大きい上位 10 部門) 




